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各 位 
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代表者名 代表取締役社長  中 村 敏 夫 
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問合せ先 法務総務部長   尾 崎 富 彦 

（TEL.03－6311－8892） 

 

株式会社フジタコーポレーションとの業務資本提携に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28 年３月 10 日開催の取締役会において、株式会社フジタコーポレーション（以下「フ

ジタコーポレーション」といいます）との間で業務資本提携を行うことを決議しましたので、下記の

とおりお知らせいたします。  

 

記 

 

１．業務資本提携の理由 

当社は現在、焼肉、居酒屋等の外食フランチャイズを中心に全国で 442 店舗を展開しておりま

すが、平成 25 年度より「食のバリューチェーンを構築する」という目標を掲げて外食から生産

事業への進出を果たし、多層的な付加価値を生み出すビジネスモデルの構築に取り組んでおりま

す。また、これを実現するための４つの戦略として「既存ブランドの競争力強化と成長」、「ブラ

ンド・ポートフォリオの多様化」、「海外市場への進出」、「食品生産事業と六次産業化」への取り

組みを掲げ、更なる成長を目指しております。 

一方フジタコーポレーションは、同社及び非連結子会社１社で構成されており、飲食部門（フ

ランチャイジー事業 11 業態、オリジナルブランド事業３業態）は飲食店舗の運営、物販部門（フ

ランチャイジー事業３業態、オリジナルブランド１業態）は商品の販売及びインターネットカフ

ェの運営を主たる業務としております。フジタコーポレーションを取り巻く環境は、企業間の競

争が激化し、各社が新規出店や改装、不採算店舗の業態転換等、多様化する消費者のニーズを捉

えるためにしのぎを削る状況にあります。とりわけ飲食業界においては、個人消費の持ち直しに

より緩やかな回復傾向にあるものの、企業間の顧客確保の競争は激しさを増しており、厳しい状

況が続いております。このような経済状況のもと、フジタコーポレーションは、既存店舗の客数

及び客単価の向上のために、商品・サービス・販促施策の向上及び店舗内外の環境の維持管理に

努める一方で、不採算店舗の閉店や不採算事業からの撤退及び譲渡を行いました。その結果、平

成 27 年 12 月末におけるフジタコーポレーションの展開業態及び稼働店舗は 18 業態 79 店舗（前

年同月末、20 業態 89 店舗）となり、事業規模は縮小傾向にあります。このためフジタコーポレ

ーションは、早期に成長軌道に乗せるべく対応策を検討しておりました。 

当社では、上記「食のバリューチェーン構築」という目標、課題に取り組む中で、それらに協力

して進めることのできるパートナー企業を探していたところ、昨年11月、取引のある証券会社を

通じてフジタコーポレーションと面談の機会を得ることができました。その後本年１月に入り、

資本提携を通じて北海道・東北エリアにおける業態拡大と店舗展開、人材マネジメントの共有化
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及び共同購買によるコスト削減と付加価値創造等の業務提携を行うことで、取引関係を強化した

い旨、ご提案いたしました。この提案をもとに、両社で協業可能な内容について慎重に検討を重

ねた結果、フジタコーポレーションが有する北海道・東北エリアにおける店舗運営ノウハウと、

当社が有する多数の外食業態の店舗運営ノウハウを活かすことにより、収益基盤の強化等が図れ、

また双方の企業価値向上が見込めるとして、本日、業務資本提携契約を締結することといたしま

した。 

 

２．業務資本提携の内容 

（１）業務提携の内容 

当社とフジタコーポレーションとは、本業務資本提携において、相互の経営並びに事業の独

立性及び自主性を重んじるとともに、それぞれが将来企業価値の向上のために行う財務施策、

組織再編、提携その他の行為を尊重し、これに合理的な範囲で協力する意向を有していること

（以下「本業務資本提携の基本方針」といいます。）を確認した上で、以下の事項に係る業務提

携を実施することに合意いたしました。なお、その具体的な内容、条件、実施時期等の詳細に

ついては、今後、両社間で協議、決定してまいります。  

① 北海道・東北エリアにおける業態拡大と店舗展開 

② 人材マネジメントの共有化 

③ 共同購買によるコスト削減と付加価値創造 

④ 共同販促活動による効率化 

⑤ 新規事業の共同開発 

 

（２）資本提携の内容 

当社は、本件第三者割当増資によりフジタコーポレーションから発行される新株式374,000

株（新株発行後の発行済株式総数に対して25.86％）を取得します。 

また、当社とフジタコーポレーションは、本業務資本提携契約において、以下のとおり合意

をしております。 

① 当社は、本業務資本提携契約の継続中においては、下記③の場合及びフジタコーポレーショ

ンが事前に書面で同意した場合を除き、本件第三者割当増資により取得する同社株式につい

て、原則として譲渡等の処分を行わないこと。 

② 当社は、本業務資本提携による取引関係の強化を目的としていることを踏まえて本件第三者

割当増資により取得するフジタコーポレーション株式を長期的に保有する方針である旨を

表明すること。 

③ 当社が本件第三者割当増資により取得するフジタコーポレーション株式を譲渡する場合に

はフジタコーポレーションと協議の上、譲渡に関する通知を書面により同社に対して行い、

当該通知の受領後14日以内に、フジタコーポレーションが同社又は指定譲受人への譲渡を希

望する旨の通知を行った場合にはその者に対し、同社が当該通知を行わなかった場合には、

当社の希望する譲渡先に対し譲渡することができること。 

④ 本業務資本提携契約の継続中においては、本業務資本提携の基本方針を踏まえ、相互の経営

並びに事業の独立性及び自主性を重んじる観点から、当社は、フジタコーポレーション株式

の買増しを行おうとする場合には14日前までに書面で同社に通知し、その書面による承諾を

得ること。 
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⑤ フジタコーポレーションが定款変更、株式の発行等（既存の新株予約権の行使を除く。）、

合併等の組織再編行為（同社において株主総会の承認が必要なものに限る。）を行う場合に

ついては、フジタコーポレーションは当社に対し事前に書面で通知し、同社から書面による

要請がある場合には協議すること。 

⑥ 業務提携の推進を目的として、本件第三者割当増資による株式発行後、当社は、フジタコー

ポレーション顧問１名を指名することができ（同社の同意した者に限る。）、フジタコーポ

レーションはこれを起用すること（⑦で当社の指名者がフジタコーポレーション取締役に就

任した場合は顧問を辞任するものとし、その他条件は、本業務資本提携の基本方針を踏まえ

別途定める。また、⑦で当社の指名者がフジタコーポレーション取締役に就任した場合には

顧問を指名することができない。）。 

⑦ 業務提携の推進を目的として、本件第三者割当増資による株式発行後、当社は、フジタコー

ポレーション取締役候補者１名を指名することができ（⑥の顧問と同一の者とする。）、フ

ジタコーポレーションは、株式発行後の、最初の定時株主総会及びその後の株主総会におい

て、被指名者を同社取締役として選任する旨の議案を提出すること。 

⑧ ⑤から⑦は、当社の保有するフジタコーポレーション株式に係る議決権割合が10％未満と

なった場合には適用せず、その時点における同社指名の同社顧問又は同社取締役の辞任につ

き、その時期等について両者で協議すること。 

 

（３）新たに取得する相手方の株式または持分の取得価額 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：０％） 

（２） 取得株式数 
374,000 株 

（議決権の数：3,740 個） 

（３） 取得価額 

 フジタコーポレーション株式     149,974 千円 

 アドバイザリー費用等（概算額）    5,000 千円 

 合計（概算額）           154,974 千円 

（４） 異動後の所有株式数 

374,000 株 

（議決権の数：3,740 個） 

（議決権所有割合：25.86％） 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名称 株式会社フジタコーポレーション 

（２） 所在地 北海道苫小牧市晴海町 32 番地 

（３） 代表者の役職･氏名 代表取締役社長  藤田 博章 

（４） 事業内容 
飲食店（レストラン・ファーストフード）の経営、宝くじの

売り捌き、リサイクル商品のネット販売 

（５） 資本金（※） 430 百万円 

（６） 設立年月日 昭和 53 年３月 30 日 

（７） 
大株主及び持株比率

（※） 

藤田 博章 21.03％

株式会社ベビーフェイス 4.99％

ＧＭＯクリック証券株式会社 4.57％
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フジタコーポレーション従業員持株会 4.35％

株式会社ダスキン 4.20％

藤田 健次郎 4.09％

藤田 竜太郎 4.06％

株式会社ラックランド 3.97％

福室 太朗 3.49％

フジタコーポレーション役員持株会 3.14％

（８） 上場会社と当該会社の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該当事項 
該当事項はありません。 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態               （単位：百万円）

 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

純 資 産 373 21 △57

総 資 産 6,307 5,135 4,324

1 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 418.55 23.67 △58.17

売 上 高 6,986 6,377 5,640

営 業 利 益 131 80 109

経 常 利 益 40 △3 51

当 期 純 利 益 20 △350 △145

1 株当たり当期純利益（円） 23.18 △393.08 △154.43

1 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） - - -

※（5）は平成 27 年 12 月 31 日現在の数字です。また (7)は、平成 27 年 11 月 30 日開示「第三

者割当による新株式発行のお知らせ」のＰ５にある「７．募集後の大株主及び持株比率」の「募

集後」の数字及び株主名に基づいております。 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日 平成 28 年３月 10 日 

（２）業務資本提携契約締結日 平成 28 年３月 10 日 

（３）業務提携開始日 平成 28 年３月 28 日（予定） 

（４）払込期日 平成 28 年３月 28 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

フジタコーポレーション株式の取得による当社の平成 28 年３月期業績への影響は無いものと

考えております。一方でフジタコーポレーションとの関係強化による事業の展開は、中長期的な

業績の向上に繋がるものと考えております。 

以上 


